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回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 (千円) 770,513 617,113 801,567 925,245 988,591

経常利益又は経常損失（△） (千円) 3,259 △50,305 86,531 171,907 194,695

当期純利益又は当期純損失（△） (千円) △9,729 △82,441 69,514 176,667 170,802

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － － － －

資本金 (千円) 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000

発行済株式総数 (千株) 6,284 6,284 6,284 6,284 6,284

純資産額 (千円) 623,743 541,302 610,816 787,483 939,432

総資産額 (千円) 822,134 696,438 806,413 984,136 1,131,549

１株当たり純資産額 （円） 99.25 86.13 97.19 125.30 149.48

１株当たり配当額
（円）

0.00 0.00 0.00 3.00 3.00

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は１株当

たり当期純損失（△）
（円） △1.55 △13.12 11.06 28.11 27.18

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 75.9 77.7 75.7 80.0 83.0

自己資本利益率 （％） － － 12.1 25.3 19.8

株価収益率 （倍） － － 28.6 14.1 12.9

配当性向 （％） － － 0.0 10.7 11.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 17,075 △47,861 185,628 64,532 210,672

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △15,392 △7,017 △10,716 △13,068 △11,146

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △3,965 △4,157 △4,761 △4,503 △23,911

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 480,748 421,739 592,058 639,019 814,634

従業員数 （人） 50 48 47 50 58

株主総利回り （％） 69.6 96.1 94.3 119.4 106.6

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） (90.5) (128.6) (131.2) (138.8) (196.2)

最高株価 （円） 473 418 358 440 398

最低株価 （円） 180 213 262 266 262

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

（注）１．第45期、第46期及び第47期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。また、第43期及び第44期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．第43期及び第44期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失であるため、記載して

おりません。

３．従業員数には、嘱託及びパートは含まれておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項はありません。

５．株主総利回りの比較指標は、第45期までの有価証券報告書においては東証第二部株価指数を使用しておりまし

たが、東京証券取引所の市場区分見直しにより、配当込みTOPIXに変更しております。

６．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所スタンダード市場におけるものであり、それ以

前については東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

７．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第45期の期首から適用してお

り、第45期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。
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年月 事項

1977年４月 マイクロコンピュータのソフトウェア開発を目的として、横浜市鶴見区東寺尾中台に、資本金４

百万円にて株式会社エルミックシステムを設立。

1977年９月 バンキングオンラインシステムの受託（株式会社岩手銀行）。

1978年12月 本社を横浜市中区翁町に移転。

1983年４月 通信コントローラ「EL-ICS」シリーズ（「MTB」シリーズ）製造販売開始。

1983年５月 ソフトウェア「ELX」シリーズ（同時並行処理リアルタイムマルチタスク処理）販売開始。

1983年９月 本社を横浜市中区尾上町に移転。

1983年12月 「ELX」シリーズに対し、情報処理振興事業協会より租税特別措置法に基づく優遇処置を受ける。

1984年５月 大阪市西区北堀江に大阪営業所を開設。

1984年６月 事務機製造会社向け、パソコン用ボード量産を開始。

1985年10月 NTT高速通信網DDX-P用通信装置「EL-PAD/PC」製造販売開始。

1986年５月 通信コントローラ「MTB」シリーズ製造販売開始。

1986年８月 パソコン内蔵型通信制御ボード「PC-COM」シリーズ販売開始。

1987年２月 本社を横浜市中区弁天通へ移転。

1988年４月 各種機能を搭載したパソコン内蔵型ボードの多様化開始。

1990年８月 デジタル通信用ボード及びソフトウェア販売開始（ISDN網用）。

1990年12月 PC-9800シリーズ用のISDNインターフェイス「PC-INS/V50」販売開始。

1991年３月 ゴルフ場省力化システム「CASP」開発完了。

1992年10月 ゴルフ場省力化システム「CASP」第一号を霞ヶ関カントリークラブに納入。

1993年11月 LAN-WAN（広域ネットワーク）接続用ボード「mp-ins」販売開始。

1994年２月 子会社イオス株式会社を設立。

1995年５月 100％子会社イオス株式会社を経営効率化のため合併し、東京事業所を開設。

1995年９月 半導体製造装置向け通信ソフト「GEM」販売開始。

1995年11月 Windows対応ISDNボード販売開始。

1996年８月 川崎市川崎区日進町に川崎技術センターを設置。

1996年11月 「Fusion TCP」販売開始。

1996年12月 マイクロソフト社の「Get ISDN」取得、Windows95対応「Surf 2 Surf EX」販売開始。

1997年２月 米国現地法人ELMIC SYSTEMS OF AMERICA,INC.を設立。

1997年５月 ソフトウェア「X-COM」シリーズ販売開始。

1997年６月 「ELX For RISC」開発開始。

1998年６月 「Kasago」（「New TCP/IP」ソフト・ウェア）開発完了。

1998年10月 米国現地法人ELMIC SYSTEMS OF AMERICA,INC.を清算。

1999年４月 関西、中京地区営業力強化のため名古屋営業センターを名古屋市中区錦に開設。

1999年５月 「Accel-μ」特許権申請。

1999年６月 「Kasago for Windows CE」販売開始。

1999年６月 営業・技術業務効率化のため川崎技術センターを本社横浜市中区弁天通に移転統合。

1999年９月 Windows CE用「Accel-μ」販売開始。

2000年２月 マイクロソフト社の当社への出資受入。

2000年２月 マイクロソフト社とのディストリビュータ契約取得。

2000年７月 東京証券取引所マザーズへ上場。

2000年９月 米国現地法人Elmic Systems USA,INC.を設立。

2000年９月 「ELX for ITRON」販売開始。

2000年９月 ソフトウェア「SoftCOM」を「X-COM」シリーズとして販売開始。

2000年９月 Bluetoothソリューション開発開始。

2000年11月 ソフトウェア「SoftCOM FullGEM化」開発開始。

2001年３月 子会社株式会社エアフォルクを設立。

2001年３月 VoIPシリーズ「Embedded H.323」ソフトウェア開発開始。

2001年５月 エンベデッド・リナックス・テクノロジーグループへの参加。

2002年１月 「Embedded H.323プロトコルスタック」販売開始。

2002年２月 組込みシステム向けTCP/IPプロトコルスタック「KASAGO TCP/IP」用のオプションソフトウェア

「Mobile IP」「NAT」「SNMP Agent」販売開始。

2002年２月 組込みシステム向け「KASAGO IPv6」プロトコルスタック販売開始。

2002年３月 「Accel-Linux」開発開始。

２【沿革】
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年月 事項

2002年７月 産業用コンピュータ「iNHERITOR」販売開始。

2002年10月 保護機能搭載ITRON仕様準拠リアルタイムOS「Hyper ITRON」販売開始。

2003年３月 「KASAGO for T-Engine開発キット」開発。

2003年６月 「KASAGO Mobile IPv6 プロトコルスタック」開発。

2003年６月 組込みシステム向けSIPプロトコルスタック開発。

2003年12月 米国現地法人Elmic Systems USA,INC.を売却。

2004年11月 本社を横浜市中区太田町へ移転。

2005年７月 ウェスコム株式会社と合併、エルミック・ウェスコム株式会社へ社名変更。

2006年10月 子会社である株式会社エアフォルクの株式譲渡により、同社が子会社でなくなる。

2006年11月 インテリジェント通信ボードNet-Engine販売開始。

2007年３月 株式会社シーイーシーと業務提携を発表。

2007年10月 Miracom Inc.(本社：韓国)とパートナー契約を締結。

2008年５月 株式会社図研と業務・資本提携契約を締結。

2008年11月 本社を横浜市港北区新横浜へ移転。

2009年６月 株式会社図研よりSoC事業部を会社分割により承継。

2009年７月 図研エルミック株式会社へ社名変更。

2010年４月 オプテックス株式会社とドライブレコーダー向け加速度センサの応用ソフトウェア「DBAA」に対

し、販売・サポート・開発を行うことを目的とした代理店契約を締結。

2010年10月 会社組織を改編し、２事業部制（産業コミュニケーション事業部、リブウェア事業部）を採用。

2012年１月 ミドルウェア製品「Ze-PRO IPrec（サーバ）」が、日刊工業新聞選定の「第54回2011年十大新製

品賞　中堅・中小企業賞」を受賞。

2012年６月 ルネサス エレクトロニクス株式会社とMirrorLinkソフトウェアを共同開発。

2012年８月 収益力の高いビジネスモデルを強固にするため、事業部制を廃止し、本部制導入を柱とする会社

組織を改編。

2012年11月 株式会社モルフォとデジタル画像処理ソフトウェアに関して販売代理店契約を締結。

2014年８月 上場金融商品取引所を東京証券取引所　マザーズから東京証券取引所　市場第二部に市場変更。

2014年８月 大阪営業所を大阪市淀川区へ移転。

2014年８月 車載Ethernet用ミドルウェアをルネサス エレクトロニクス株式会社と共同開発。

2014年９月 IPセキュリティカメラとFAをつなぐソリューションをJVCケンウッド株式会社と共同開発。

2016年８月 資本金を５億円に減資。

2017年９月 菱洋エレクトロ株式会社・長瀬産業株式会社と「チョコ停Finder」の販売代理店契約を締結。

2017年11月 FAとITを協調させる日本発のソフトウェアプラットフォーム、「Edgecross」の仕様策定・普及促

進団体として発足するEdgecrossコンソーシアムに参画。

2018年３月 大日本印刷株式会社とソフトウェアVPNの販売店契約を締結。

2020年１月 セキュアRTPミドルウェア「Ze-PRO SRTP」販売開始。

2020年１月 「Ze-PRO RTP用 WebSocketオプション」販売開始。

2020年７月 映像/IoT連携プラットフォーム「FA Finder」販売開始。

2020年12月 エンジニアリング・サービスを本格始動。

2021年１月 大阪営業所を閉鎖。

2022年２月 「Ze-PRO TTS Mux」販売開始。

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第二部からスタンダード市場

に移行。

2022年５月 映像連携プラットフォーム「FA Finder」にAI映像解析を追加。

2022年７月 ONVIF Profile M 対応ミドルウェア「Ze-PRO IPcamPM」「Ze-PRO IPmonPM」販売開始。
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内　　容 製　品　種　類

エ ン ジ ニ ア リ ン グ サ ー ビ ス －

プ ロ ト コ ル ス タ ッ ク
ミドルウェアライブラリ（「KASAGOシリーズ：TCP/IPプロトコルス

タック」、「Ze-PROシリーズ：ONVIF、SIP、RTP」）

シ ス テ ム プ ラ ッ ト フ ォ ー ム
カメラ映像/IoTシステム連携プラットフォーム（FA Finder）、スト

リーミング・パッケージ

３【事業の内容】

当社は、通信ミドルウェア事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しておりますが、主要な

事業内容は次のとおりであります。

事業系統図は次のとおりであります。

事業系統図

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業内容

議決権の被
所有割合(％)

関係内容

(親会社)

株式会社図研

神奈川県横浜市

都筑区
10,117

エレクトロニクス産業における設
計・製造プロセスの効率化に関す
るソリューションの研究開発・製
造・販売及びこれらに附帯するク
ライアントサービス等の事業

40.41
当社事業全般に関する
業務・資本提携
本社事務所の賃借等

４【関係会社の状況】

（注）有価証券報告書提出会社であります。

2024年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

58 42.1 8.9 5,720,630

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であります。

２．平均年間給与額は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は、通信ミドルウェア事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

(2）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

(3）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

当社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務の対象で

はないため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1）経営方針

当社は、経営理念として、「我々は情報技術をもって社会に貢献します。公正、創造、論理的思考を重んじて行

動します」を制定しています。また、行動指針として、Speed（俊敏性）、Sensibility（感受性）、

Flexibility（柔軟性）、Accuracy（精密）、Explore（探究心）を掲げ、お客様並びに社会全体のご期待に応える

企業であることを目指しています。

(2）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社の経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標は、売上高、売上高総利益率とROE（自己資本利益

率）であります。当社では、事業環境・社会情勢の変化を踏まえ、継続的で安定した事業基盤の構築に向け、強み

であるストリーミング技術を基に、ネットワークからメディア配信/管理まで一気通貫で技術を提供できるエンジ

ニアリング・サービス（受託開発）を中心とした事業方針への転換を図り、財務体質の健全性を維持しながら安定

的な売上高を計上できる事業構造の実現を目指しております。また、収益性を重視し、毎事業年度において売上高

総利益率50％を目標とするとともに、ROEの向上にも注力しております。

(3）経営環境

当社が属する情報通信・エレクトロニクス業界においては、5GやDX（デジタルトランスフォーメーション）をは

じめとする技術革新が急速なスピードで進行し、様々な産業に影響を与えております。これらのIT技術は全ての産

業において高度化のための基盤技術になると考えられており、新たな製品やサービスの創出、飛躍的な利便性向上

などが期待されています。

これら5GやDXの進展には、高速・大容量・超低遅延・同時多数接続を実現する情報通信技術が不可欠です。特に

通信ミドルウェアをはじめとする要素技術は、ネットワークそのものが単なる伝達手段としてではなく、あらゆる

モノを繋げるための情報伝達路としての重要性が益々高まる中、全ての産業における技術革新を支える共通の基盤

技術と位置付けられ、ストリーミング技術とネットワーク技術が極めて重要な役割を担うことが想定される経営環

境にあります。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題として、以下の点を認識しております。

・エンジニアリング・サービスの事業規模拡大について

5GやDX、生成AIの活用が身近となり、これらを実現するための高速・大容量・超低遅延・同時多数接続を可能と

するシステム開発には、ストリーミング技術が必要不可欠となります。

当社は、ストリーミング・ネットワーク関連プロトコルスタック開発で長年培ったストリーミング技術をコアコ

ンピタンスとして、組込みソフトウェアやシステム開発を、要件定義から設計・実装、各種標準規格提案、アプリ

ケーション開発、検証環境構築まで一気通貫で技術提供が可能であり、一般の受託開発とは一線を画するエンジニ

アリング・サービス（受託開発）による事業拡大を積極的に推進してまいりました。

この事業方針により、お客様の開発計画を実現する付加価値の高いエンジニアリング・サービスの提供に加え

て、ストリーミング製品（ソフトウェア製品、システムプラットフォーム製品）を有機的に組み合わせることで、

お客様にとって必要不可欠な開発パートナーの位置づけとなることが期待できます。今後とも戦略的なターゲット

の選定ならびにお客様固有の開発ニーズに即したソリューション提案力を強化することで、企業価値の更なる向上

に努めてまいります。

・人材に関する取組みについて

エンジニアリング・サービスを中心とした持続的な成長のためには、優秀なエンジニアの採用・人材育成が課題

となっております。当社では日々進化する情報通信技術やお客様の開発ニーズに的確に対応出来るエンジニアの採

用に努めるとともに、外部委託先との連携により多様な知識・経験を自社に取り込むことで、先端技術の習得と新

製品・新サービスの企画・開発・品質管理を担うことのできる付加価値の高い人材育成に取り組んでおります。ま

た、女性・外国人・中途採用者の管理職への登用等の多様性（ダイバーシティ）確保に関して、能力や適性などを

総合的に評価して管理職に登用する等の課題にも取り組んでおります。

・財務体質の強化について

当社は、継続的で安定した事業基盤の構築に向けて、収益力向上と営業キャッシュ・フローを重視した経営を徹

底し、不測の事態が発生した場合でも、お客様や株主の皆様にご安心いただけるように、強固な財務体質を維持す

ることが重要な課題であると考えております。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1）ガバナンス

デジタル・ネットワーク技術の活用により、今後の社会における様々な課題を解決していく上で、当社の持つ技

術は重要な役割を担うものと認識しており、当社が安定した経営基盤を確立し事業を継続することが、持続可能な

社会の実現に寄与するものと考えております。

当社が長年培ったストリーミング技術を中心としたエンジニアリング・サービスを継続的に提供していくために

は、保有する技術水準の維持・向上が、最も重要な経営課題となります。そのためには、当社事業の推進力となっ

て活躍出来る人材の育成が不可欠であり、当社では各種研修の実施、資格取得の支援等を行っております。

今後の更なる事業成長の実現には、既存の受託開発業務の中から新たな課題・需要を見出し、積極的に提案出来

る力が必要であり、そのためには、最新技術トレンドに対する好奇心・探求心を持って活発に意見交換し、高い視

点・広い視野で日々の業務に取り組める環境が重要であることから、当社の開発部門においては、各エンジニアが

互いに課題を共有し解決出来るよう、プロジェクト横断的なチーム制を導入し、組織全体としての開発力強化に取

り組んでおります。

また、従業員の安全及び健康に関して、当社は衛生委員会を設置しております。従業員が心身の健康を保ち、前

向きに業務に取り組める環境を維持するため、ストレスチェックにより過重労働を抑止する等の取組を実施してお

ります。

(2）戦略

当社は、エンジニアリング・サービスを中心とした持続的な事業成長を実現するため、高度化する情報通信技術

や変化の激しい市場環境に対応出来るエンジニアの採用・育成を重要な経営戦略として位置づけております。

そのために、エンジニアを継続的に増員し、開発部門内での勉強会等を通じて市場環境の変化や技術トレンドを

学び、エンジニア個人としての技術力・提案力、チームとしてプロジェクトを推進する総合的な開発力を強化する

ことで、当社の経営基盤である技術力の維持・向上を図ります。また、従業員の能力・適性を総合的に評価し管理

職に登用する等、多様な人材が活躍出来る組織を目指して社内環境整備に取り組んでおります。

(3）リスク管理

当社が提供するエンジニアリング・サービスにおいて、必要とされる技術水準を維持出来ない場合、お客様の要

望に応えることが出来ず、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。従って、エンジニアの人員

数の増減を注視し、特に減少の場合はその原因を識別・評価して、高度化する情報通信技術に対応出来る人材の確

保に努めております。

(4）指標及び目標

当社が今後、事業規模を拡大し、安定した経営基盤の構築を実現するため、エンジニアの継続的な増員を計画

し、積極的な採用活動等を進めております。

なお、2025年３月期には当事業年度末と比べて10名程度の増員を計画しております。
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３【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が当社の財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

・顕在化した場合の影響が大きいリスク

（エンジニアリング・サービスのリスク）

当社では、事業環境・社会環境の変化を踏まえ、エンジニアリング・サービス（受託開発）を中心に、継続的で安定

した事業基盤の構築を目指しておりますが、受注獲得が計画どおりに進まない場合、当社の業績及び財務状況に影響を

与える可能性があります。

また、エンジニアリング・サービスは、請負契約に基づく受託開発業務として、受注時に諸要件を確認し、開発工数

及び外注金額等を慎重に精査した後にお客様との契約に至りますが、事業の性格上、その際に精緻な要件・開発工数等

の見積りが困難となる事象が発生する場合があります。そのため、開発着手後の要件変更や開発工数・外注費の増加に

より、受注時に想定した利益水準が変動し、不採算プロジェクトが発生することで、当社の業績及び財務状況に影響を

与える可能性があります。

なお、エンジニアリング・サービスにおける受注金額は、景気動向やお客様の業種、同業他社との競争、技術革新の

スピードへの対応度合い等に左右されます。自社の強みであるストリーミング技術を提供し、お客様との中長期的な取

引関係の維持・拡大を実現すべく努めてまいりますが、競争力のある技術水準を維持できず、お客様の要求水準を満た

すことが出来なくなる場合や同業他社との競争が激化した結果、十分な利益水準を維持出来なくなる場合には、当社の

業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

（ストリーミング製品のリスク）

当社のソフトウェア製品は、IPv6対応品をはじめとしてお客様より高いご評価をいただいており、長年培った技術に

基づくONVIFなどの通信規格に準拠する製品は、需要先の各業界に幅広くご利用いただいておりますが、新製品開発や

バージョンアップ製品の市場投入が遅れた場合、通信規格の普及に際して市場が未成熟な状態が続く場合、またはター

ゲットとする市場の急激な需要の変化が起きた場合には、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

システムプラットフォーム製品については、保有する通信ミドルウェア技術を応用する映像連携ソリューション・パ

ッケージ製品として、カメラ映像とデータ機器の相互連携プラットフォームである「FA Finder」などを開発・販売し

ております。しかしながらFA業界向けや食品加工業界向けの販売は需要先の業績や設備投資動向に大きく影響を受ける

傾向にあり、長期的な不況や設備投資抑制、または為替変動や素材価格の変動によりこれらの製品の部材価格の上昇が

当社の企業努力のみでの吸収が困難となった場合、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

（情報通信・エレクトロニクス業界依存による変動リスク）

当社のエンジニアリング・サービスとストリーミング製品の主な需要先は、国内の情報通信・エレクトロニクス業界

を中心に、自動車、監視・見守り、産業機器、オフィス機器、医療、交通インフラ等、様々な産業分野に広がっており

ます。当社の事業は同業界における設備投資の動向や商品ライフサイクル等に影響され、また循環的に発生する半導体

業界全体の景気変動にも影響を受ける可能性があります。それぞれのお客様の経営状態や事業戦略の変化をタイムリー

に把握することで、事業変動リスクを縮小する努力を続けておりますが、大幅な為替変動、地政学的リスク、感染症等

の流行・拡大により、産業分野全体に影響を及ぼす可能性があります。また、当社では、これらの変動要因に対処する

ため、事業構造を強固なものにするための改革を推進しておりますが、予期せぬ突発事象により情報通信・エレクトロ

ニクス業界からの需要動向が急激に変化した場合には、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。し

かしながら、当社のエンジニアリング・サービスは、受注・開発・納品・検収までが比較的短期間で完結する開発案件

も多く、短期的な景気動向等に左右される可能性は比較的低いと考えております。

（品質問題に起因するリスク）

当社のエンジニアリング・サービスでは、お客様の開発要件に基づいてソフトウェアの受託開発を行う際に、納期遅

延を無くすように日常のモニタリング業務やプロセス管理による品質管理を徹底しておりますが、当社の責による品質

不良から損害賠償が発生し、当社が加入している各種損害賠償保険で損害賠償額を十分にカバー出来ない場合、当社の

業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

当社自社開発製品については、品質維持・性能向上に向け、日々注力しておりますが、当社の責による品質不良から

損害賠償が発生し、当社が加入している各種損害賠償保険で損害賠償額を十分にカバー出来ない場合、当社の業績及び

財務状況に影響を与える可能性があります。
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（技術革新への対応に関するリスク）

当社が強みとするストリーミング技術およびストリーミング製品に関しては、技術革新のスピードが極めて速く、最

新技術を常に習得し続けるための研究開発活動が重要となります。お客様のニーズを的確に捉えた新製品開発や既存製

品のバージョンアップを継続的に実現していくことが安定的な成長に繋がることからも、将来に向けた投資活動とし

て、自社エンジニアに対する技術研究費や研修活動費を戦略的に投入していく予定ではありますが、技術革新のスピー

ドに追い付けない場合、あるいは投資額に見合う収益水準を確保出来ない場合、当社の業績及び財務状況に影響を与え

る可能性があります。

・顕在化した場合の影響が中程度のリスク

（人材の確保に関するリスク）

エンジニアリング・サービスにおいて、お客様のニーズを適時適確に捕捉するためには、関連する技術・知見を有し

た優秀な人材を常時確保しておく必要があります。IT人材不足が慢性化する中、当社では新卒・中途採用に積極的に取

り組むとともに、エンジニアへの技術教育や健康管理の推進等を通じて、離職防止に努めるとともに、高い技術力を保

有する協力会社との長期的な取引関係の維持・強化にも努めておりますが、事業拡大に必要な人材を適切に確保・育成

ができない場合には、受注機会の逸失につながる等、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（機密情報および個人情報の管理に関するリスク）

当社は、エンジニアリング・サービスを通じて入手したお客様の機密情報や技術情報、自社開発のストリーミング製

品など、重要な機密情報を保有しております。また、お客様、株主、従業員等に関する個人情報も多数保有しておりま

す。当社はかねてより情報セキュリティを重要責務のひとつと位置付け、社内情報システム整備、機密保持契約、情報

セキュリティ基本方針およびガイドライン制定を進めております。更に、情報セキュリティに関する定期的な社内周知

と社員教育にも取り組み、適切な情報資産の管理に対する従業員の意識向上にも努めております。しかしながら予期せ

ぬシステム障害、外部からの不正アクセス、その他不測の事態による情報資産の流出等が発生した場合、当社に対する

信用の失墜等により、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（繰延税金資産について）

当社は、税効果会計に係る会計基準に基づいて、将来の合理的な期間における課税所得の見積りを行い、繰延税金資

産の回収可能性を慎重に検討した上で繰延税金資産の計上要否を判断しております。

当事業年度末においては、経済情勢や市場環境の急激な変化等の要因により、顧客における開発プロジェクトの延期

や見直しが生じる場合等も想定し、事業計画に一定のストレスを負荷した課税所得見積額とすることが、合理的な算定

に寄与すると判断し、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

また、当該見積り及び仮定について、将来の不確実な経済条件の変動により見直しが必要となった場合は、翌事業年

度の財務諸表において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を与えることとなり、当社の財政状態及

び経営成績に影響を与える可能性があります。

（ガバナンスの不備に起因するリスク）

当社の事業活動において、法規制の他、事業を推進する上で遵守すべき事項の周知徹底を日常より図っております

が、コーポレート・ガバナンスの不備に起因した不正行為、コンプライアンス違反が発生した場合、当社が損害を受け

る、または損害賠償責任が生じ、当社の業績及び財政状態、さらに社会的信用に影響を与える可能性があります。

（訴訟・その他紛争のリスク）

当社の事業活動において、製造物責任、債権債務、労務問題等について訴訟を提起されたり訴訟を起こしたりする場

合があり、また訴訟に至らない係争が発生する場合があります。これらの動向によっては当社の業績及び財政状態、さ

らに社会的信用に影響を与える可能性があります。

（自然災害・感染症等のリスク）

当社の本社及び主要開発拠点は横浜市にあり、当地域において大規模災害が発生したことにより事業拠点が被害を受

けた場合、事業の円滑な運営が困難となり、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。また、感染症

等の流行・拡大により経済活動が停滞した場合、お客様における開発プロジェクトが延期・見直しとなり、また、当社

役員・従業員の感染により事業活動が中断・遅延し、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の

概要は次のとおりであります。

① 財政状態及び経営成績の状況

当事業年度における経済環境は、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが5類に移行されたことで、

社会経済活動の正常化が進み、企業収益や個人消費の改善が見られるものの、資源・原材料価格の高騰や、インフレ

抑制に向けた各国の金融引締め政策に伴う世界経済の減速懸念、ウクライナ情勢の長期化、中東情勢の悪化等、依然

として先行き不透明な状況が続いております。

当社が属する情報通信・エレクトロニクス業界におきましては、資源・原材料価格高騰の影響を受けつつも、半導

体供給不足の緩和等を背景に企業の生産活動は徐々に回復しており、自動車の電動化や産業機器の自動化に向けた需

要の増加、関連設備投資が引き続き期待されます。

このような事業環境の下、当社では、継続的で安定した事業基盤の構築に向けて、長年培ったストリーミング技術

を基に、要件定義から設計・実装、各種標準規格提案、アプリケーション開発、検証環境構築まで一気通貫で技術提

供可能なエンジニアリング・サービスを展開し、ストリーミング製品（ソフトウェア製品、システムプラットフォー

ム製品）を組み合わせた付加価値の高いソリューション提案活動に注力してまいりました。

以上のような取り組みの結果、需要先各社における継続的なエンジニアリング・サービス受注獲得に加えて、新規

先へのビジネス開拓活動も奏功し、売上高は9億88百万円（前年同期比6.8％増加）となりました。また損益面では、

プロジェクトマネジメント強化に伴う開発原価低減や経費削減をより一層強化したことにより、営業利益1億92百万

円（前年同期比11.9％増加）、経常利益1億94百万円（前年同期比13.3％増加）、当期純利益1億70百万円（前年同期

比3.3％減少）を計上しました。

当事業年度末の資産につきまして、流動資産は10億54百万円（前年同期比1億33百万円増加）となりました。これ

は主に、現金及び預金の増加1億75百万円、売掛金の減少46百万円等によるものであります。固定資産は77百万円

（前年同期比13百万円増加）となりました。これは主に、リース資産の増加10百万円、繰延税金資産の増加4百万円

等によるものであります。この結果、資産合計は11億31百万円（前年同期比1億47百万円増加）となりました。

負債につきまして、流動負債は1億68百万円（前年同期比16百万円減少）となりました。これは主に、買掛金の減

少6百万円、未払消費税等の減少9百万円等によるものであります。固定負債は23百万円（前年同期比11百万円増加）

となりました。これは主に、リース債務の増加9百万円等によるものであります。この結果、負債合計は1億92百万円

（前年同期比4百万円減少）となりました。

純資産合計につきましては9億39百万円となり、前事業年度末の純資産合計と比べ、1億51百万円の増加となりまし

た。これは、当期純利益の計上による利益剰余金の増加1億70百万円、配当による利益剰余金の減少18百万円による

ものであります。
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2020年
３月期

2021年
３月期

2022年
３月期

2023年
３月期

2024年
３月期

自己資本比率（％） 75.9 77.7 75.7 80.0 83.0

時価ベースの自己資本比率（％） 178.1 290.6 246.3 253.5 194.9

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 0.8 － 0.1 0.1 0.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 72.8 － 906.7 507.6 458.5

② キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益1億94百万円、売上債権

の減少額45百万円、法人税等の支払額33百万円、配当金の支払額18百万円等により、前事業年度末に比べ1億75百万

円増加し、当事業年度末には8億14百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は2億10百万円（前年同期比226.5％増加）となりました。これは主に、税引前当期

純利益1億94百万円（前年同期比13.3％増加）、売上債権の減少額45百万円（前事業年度は売上債権の増加額1億5

百万円）等の増加要因と、法人税等の支払額33百万円（前年同期比30.5％増加）等の減少要因によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は11百万円（前年同期比14.7％減少）となりました。これは、有形固定資産の取得

による支出6百万円（前年同期比17.1％減少）、無形固定資産の取得による支出4百万円（前年同期比11.2％減少）

によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は23百万円（前年同期比431.0％増加）となりました。これは、配当金の支払額18

百万円（前事業年度は無し）、リース債務の返済による支出5百万円（前年同期比18.8％増加）によるものです。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象として

おります。

（注４）2021年３月期は「キャッシュ・フロー対有利子負債比率」及び「インタレスト・カバレッジ・レシ

オ」については、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、記載しておりません。
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品目別の名称
当事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

前年同期比（％）

開発サービス　　　　　　　　　　（千円） 815,977 113.9

標準製品　　　　　　　　　　　　（千円） 6,411 14.7

その他　　　　　　　　　　　　　（千円） 57,400 80.0

　　　　　　　　合計　　　　　　（千円） 879,789 105.8

品目別の名称 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

開発サービス 858,336 111.3 264,225 119.1

標準製品 116,613 95.2 3,900 156.0

その他 56,037 95.6 40,127 96.7

合計 1,030,988 108.2 308,252 115.9

品目別の名称
当事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

前年同期比（％）

開発サービス　　　　　　　　　　（千円） 815,977 113.9

標準製品　　　　　　　　　　　　（千円） 115,213 83.9

その他　　　　　　　　　　　　　（千円） 57,400 80.0

　　　　　　　　合計　　　　　　（千円） 988,591 106.8

相手先

前事業年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ソニーセミコンダクタソリューションズ
株式会社

147,862 16.0 166,292 16.8

ファナック株式会社 95,824 10.4 165,263 16.7

③ 生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

当事業年度の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

（注）１．当社は、通信ミドルウェア事業の単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

２．金額は、販売価格によっております。

ｂ．受注実績

当事業年度の受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

（注）１．当社は、通信ミドルウェア事業の単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

２．金額は、販売価格によっております。

ｃ．販売実績

当事業年度の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

（注）１．当社は、通信ミドルウェア事業の単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

２．前事業年度及び当事業年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割

合は次のとおりであります。
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

① 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しております。この財務諸

表の作成にあたって、決算日における資産、負債の計上金額及び会計期間における収益、費用の計上金額に影響を与

えるような見積りや判断を必要とします。これらの見積りや判断は、当社が継続的に過去の実績、あるいは状況に応

じ合理的と判断される入手可能な情報により様々な検討を行い、その見積りと予測を評価して、これらの評価結果を

資産、負債、収益及び費用の計上金額についての判断の基礎としております。

（繰延税金資産の回収可能性の評価）

繰延税金資産の回収可能性について当社は、企業会計上の資産及び負債と、課税所得計算上の資産及び負債の間に

生じる一時差異の影響を、法定実効税率を用いて繰延税金資産及び繰延税金負債に計上しており、かつ繰延税金資産

について回収可能性がないと見込まれる金額まで評価性引当額を計上しております。つまり、評価性引当額の計上に

際しては、将来の収益予想、課税所得予測を考慮しておりますが、当社が繰延税金資産を回収するには、十分な課税

所得を計上する必要があります。

当事業年度末においては、経済情勢や市場環境の急激な変化等の要因により、顧客における開発プロジェクトの延

期や見直しが生じる場合等も想定し、事業計画に一定のストレスを負荷した課税所得見積額とすることが、合理的な

算定に寄与すると判断し、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

また、当該見積り及び仮定について、将来の不確実な経済条件の変動により見直しが必要となった場合は、翌事業

年度の財務諸表において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を与えることとなり、当社の財政状

態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

② 当事業年度の財政状況及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．売上高

当事業年度の売上高は、強みであるストリーミング技術を基に、ネットワークからメディア配信/管理まで一気

通貫で技術を提供できるエンジニアリング・サービスを中心に営業活動を展開し、お客様の製品開発におけるパー

トナーの位置づけを目指して、エンジニアリング・サービス、ストリーミング製品（ソフトウェア製品、システム

プラットフォーム製品）を組み合わせた付加価値の高いソリューション提案活動を推進してきた結果、9億88百万

円（前年同期比6.8％増加）となりました。

ｂ．売上原価

当事業年度の売上原価は4億54百万円（前年同期比5.5％増加）となりました。これは主に、労務費の増加による

ものです。

ｃ．販売費及び一般管理費

当事業年度の販売費及び一般管理費は3億42百万円（前年同期比6.0％増加）となりました。これは主に、人件

費、支払報酬、研修費の増加によるものです。

ｄ．営業利益

当事業年度の営業利益は1億92百万円（前年同期比11.9％増加）となりました。これは主に、売上高の増加に伴

う売上総利益の増加によるものです。

ｅ．経常利益

当事業年度の経常利益は1億94百万円（前年同期比13.3％増加）となりました。これは主に、営業利益の増加及

び営業外収益（助成金収入）の増加によるものです。

ｆ．当期純利益

当事業年度の当期純利益は1億70百万円（前年同期比3.3％減少）となりました。これは主に、経常利益の増加及

び法人税等調整額の増加によるものです。この結果、１株当たり当期純利益は27.18円となりました。
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ｇ．財務状況

当事業年度末における総資産は11億31百万円（前年同期比15.0％増加）となりました。これは主に、現金及び預

金、リース資産、繰延税金資産の増加、売掛金の減少によるものです。また、当事業年度末における純資産は、9

億39百万円（前年同期比19.3％増加）となりました。これは、当期純利益の計上による利益剰余金の増加、配当に

よる利益剰余金の減少によるものです。

ｈ．キャッシュ・フローの状況

当事業年度のキャッシュ・フローについては、「(1）経営成績等の状況の概要　② キャッシュ・フローの状

況」に記載のとおりです。

ｉ．当社の資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社の資金需要の主なものは、人件費、外注加工費等の運転資金及び機材購入費等の設備投資資金であり、高度

化する情報通信技術や変化の激しい市場環境に対応するためには、継続的な投資が不可欠であると認識しておりま

す。また、不測の事態が発生した場合でも、お客様や株主の皆様にご安心いただけるように、強固な財務体質を維

持することが重要であると考え、収益力向上と営業キャッシュ・フローを重視した経営を徹底しております。

運転資金及び設備投資資金には自己資金を充当することを基本としており、また、当該資金は手元流動性の高い

現金及び現金同等物として保持する方針であります。なお、当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は8

億14百万円であります。

ｊ．当社の経営成績に重要な影響を与える要因

当社の経営成績に重要な影響を与える要因に関しては、「第２　事業の状況　３　事業等のリスク」に記載のと

おりであります。

ｋ．経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社の経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標は、売上高、売上高総利益率とROE（自己資本利益

率）であります。当社では、事業環境・社会情勢の変化を踏まえ、強みであるストリーミング技術を基に、ネット

ワークからメディア配信/管理まで一気通貫で技術を提供できるエンジニアリング・サービス（受託開発）を中心

に、財務体質の健全性を維持しながら、継続的で安定した事業基盤の構築を目指しております。また、収益性を重

視し、毎事業年度において売上高総利益率50％を目標とするとともに、ROEの向上にも注力しております。なお、

当事業年度における売上高総利益率は54.1％となりました。

(3）経営者の問題意識と今後の方針について

「第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおり、継続的で安定した事業基

盤の構築に向けて、当社の強みであるストリーミング技術を中心とした付加価値の高いエンジニアリング・サービス

の提供に注力し、経営の安定化を進めてまいりました。今後の事業規模拡大に向けては、お客様固有の開発ニーズに

即したソリューション提案力強化が重要であると認識しております。また、高度化する情報通信技術や変化の激しい

市場環境に対応するため、エンジニアの継続的な採用・育成に取り組んでまいります。
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５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

当社の研究開発活動は、開発本部において、ストリーミング技術を中心とした基礎研究、応用研究と、ストリー

ミング製品をはじめとする工業化研究を行っております。

このうち、基礎研究及び応用研究には、当事業年度において3百万円（対売上高0.3％、前年同期比7百万円減

少）の研究開発費を投入し、事業基盤強化のための開発投資を行っております。

当事業年度における主な研究開発の成果は次のとおりです。

・当社ストリーミング・ミドルウェア製品のWeb対応に向けた基礎研究

セキュリティ対策が強化されるWebブラウザなどで、当社ストリーミング製品搭載を容易に実現できる環境

構築を目的とした基礎研究を行いました。

・生成AIの活用に関する基礎研究

昨今話題の生成AIについて、当社ストリーミング・ネットワークビジネスにおける活用方法や開発業務プロ

セスへの応用を目的とした生成AI活用に関する基礎研究を行いました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度において、主要な設備に重要な異動はありません。

なお、当社は通信ミドルウェア事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

（以下「２　主要な設備の状況」及び「３　設備の新設、除却等の計画」においても同じ。）

2024年３月31日現在

事業所名

（所在地）
設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

（人）建物
工具、器具
及び備品

リース資産 合計

本　　社

(横浜市港北区)

販売業務
全社的管理業務
研究開発
技術開発

688 10,618 17,730 29,037 58

２【主要な設備の状況】

当社事業所の主要な設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

着手 完了

本　　社

(横浜市港北区)

開発・事務

用機器
31,414 －

自己資金

及びリース
2024.4 2025.3 （注）

３【設備の新設、除却等の計画】

当事業年度末現在における重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は、次のとおりであります。

(1）重要な設備の拡充

（注）完成後の増加能力については、合理的に算定することが困難なため、記載を省略しております。

(2）重要な設備の新設、改修、除却、売却等

該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,200,000

計 21,200,000

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（2024年３月31日）
提出日現在発行数（株）

（2024年６月25日）
上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,284,944 6,284,944
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 6,284,944 6,284,944 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数 (千株)

発行済株式総数
残高 (千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額 (千円)

資本準備金
残高 (千円)

2016年８月１日(注) － 6,284 △702,036 500,000 － 81,886

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）2016年６月24日開催の第39回定時株主総会の決議により、会社法第447条第１項の規定に基づき、2016年８月

１日を効力発生日として資本金1,202,036千円のうち、702,036千円をその他資本剰余金に振替える処理を行

っております。

2024年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 2 21 17 12 8 2,464 2,524 －

所有株式数（単元） － 856 2,412 26,753 1,515 73 31,217 62,826 2,344

所有株式数の割合(％) － 1.36 3.84 42.58 2.41 0.12 49.69 100.00 －

（５）【所有者別状況】

（注）自己株式230株は、「個人その他」に２単元、「単元未満株式の状況」に30株含まれております。
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2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己

株式を除く。）の

総数に対する所有

株式数の割合(％)

株式会社図研 神奈川県横浜市都筑区荏田東2丁目25-1 2,539 40.41

野　口　治　雄 茨城県神栖市 200 3.18

玉　井　喜　世　治 滋賀県大津市 128 2.04

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1丁目6番1号 105 1.68

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪府大阪市北区中之島3丁目3番23号 96 1.54

J.P.MORGAN SECURITIES PLC

（常任代理人JPモルガン証券株式会社）

25 BANK STREET CANARY WHARF LONDON UK

（東京都千代田区丸の内2丁目7番3号 東京ビ

ルディング）

89 1.42

苅　野　雅　佳 福岡県福岡市東区 80 1.27

松　田　一　之 千葉県千葉市緑区 80 1.27

宝　川　等 静岡県沼津市 75 1.19

會　澤　希　樹 神奈川県横浜市保土ケ谷区 65 1.03

計 － 3,459 55.05

（６）【大株主の状況】

2024年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,282,400 62,824 －

単元未満株式 普通株式 2,344 － －

発行済株式総数 6,284,944 － －

総株主の議決権 － 62,824 －

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式30株が含まれております。

2024年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

図研エルミック株式会社
神奈川県横浜市港北区
新横浜三丁目１番１号

200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00

②【自己株式等】
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【株式の種類等】 普通株式

２【自己株式の取得等の状況】

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係
る移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 230 － 230 －

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

決議年月日
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当額

（円）

2024年５月13日
18,854 3.00

取締役会決議

３【配当政策】

当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る。」旨を定款に定めております。また、当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間

配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

当社は、株主の皆様に対する利益配分を重要な経営課題の一つとして位置づけており、将来の事業展開と経営体

質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、当該事業年度の業績や資金収支を総合的に判断し利益還元を実施す

ることを基本方針としております。また、当社の事業は技術革新の激しい情報通信・エレクトロニクス業界に属し

ているため、収益力向上と財務体質強化に努めるとともに、内部留保資金につきましては、持続的成長に向けての

先端技術の習得や研究開発活動の資金需要に備えるものであり、将来の収益向上を通じて、株主の皆さまへの利益

還元に寄与していくものと考えております。

当事業年度の期末配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり３円といたしました。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。
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氏　名 開催回数 出席回数

朝倉　尉 14回 14回

藤井　孝博 14回 14回

赤田　正樹 14回 14回

高橋　雄一郎 14回 14回

髙橋　慶 14回 14回

本間　政司 14回 14回

安藤　宏和 14回 14回

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主及び投資家、お客様、取引先、従業員等す

べてのステークホルダーの立場について合理的な範囲で最大限の考慮をしつつ、株主から託された「企業価値を

継続的に向上させる」という命題を実現させるため、常に最善の努力を行うことを基本方針としております。

また、当社は、法令・定款の遵守は勿論のこと、企業倫理に基づく社会的責任を全うしつつ、効率的で透明性

の高い経営によって企業価値を継続的に向上させることが、経営における最重要課題と位置付けております。

②　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社の取締役会は、有価証券報告書提出日現在、議長である代表取締役社長　朝倉尉、取締役　藤井孝博、取

締役　赤田正樹、取締役　高橋雄一郎、社外取締役　髙橋慶、社外取締役　本間政司、社外取締役　安藤宏和の

７名で構成されております。毎月定例の取締役会の他、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営の基本方針や

重要事項、法令・定款に定める事項について審議・決定し、取締役の業務執行を監督する体制となっておりま

す。社外取締役３名は、客観的な立場から取締役会において助言・提言を行っております。

取締役会は、信頼性のある企業情報を適時開示出来る体制を整備し、情報の正確性・適時性を確保するため、

社内及び親会社への報告体制を構築し、適切な運用がなされているか監督を行っております。また、内部統制や

リスク管理体制を整備し、取締役会において定期的に報告が行われます。さらに、関連当事者と会社との間に生

じる利益相反取引については取締役会の承認を必要とし、その取引状況については定期的に取締役会に報告がな

されております。

当社は、取締役会の監督機能強化とコーポレート・ガバナンス体制の充実を目的として、監査等委員会を設置

しております。

監査等委員会は、有価証券報告書提出日現在、監査等委員である取締役３名（社外取締役　髙橋慶、社外取締

役　本間政司、社外取締役　安藤宏和）で構成されており、常勤の監査等委員である髙橋慶を議長としておりま

す。監査等委員である取締役は、取締役会やその他の重要な会議に出席し、内部統制システムを通じて適法性・

妥当性の観点から監査を行っております。

以上のように、当社は、取締役会、監査等委員会を中心に、経営規模、事業内容等に応じた適切なコーポレー

ト・ガバナンス体制を構築しております。

ロ．取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を14回開催しており、個々の取締役の出席状況は次のとおりであります。

当事業年度における取締役会での具体的な検討内容は、四半期及び期末決算の評価・承認、剰余金の配当の検

討、決算賞与支給の検討、予算の評価・承認、月次業績・営業活動・開発進捗報告に対する評価、エンジニアの

人員数の増減・採用活動状況の評価、各種人事の承認、会計監査人との契約・監査報酬の検討等であります。

- 19 -

2024/06/26 17:08:25／23054793_図研エルミック株式会社_有価証券報告書（通常方式）



ハ．コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

a.会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係わる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

ｂ.会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

経営の基本方針その他重要事項を決定する取締役会を毎月１回以上開催しております。経営の透明性を高め

る目的で、IR活動も重視しており、適宜行う機関投資家面談の他、電話や電子メールによる問合せ窓口の設

置、ウェブサイトの充実（IR情報の英文化等）にも努めております。

③　企業統治に関するその他の事項

イ．内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムといたしましては、監査等委員会設置会社制度を採用しており、監査等委員である取

締役は３名（社外取締役は３名）であります。取締役（監査等委員である者を除く。）は４名であります。

当社は企業理念に基づいた企業行動指針を制定しその遵守を図っております。

取締役会については、取締役会規則に基づいて運営され、取締役間の意思疎通を図るとともに、相互に職務執

行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止しております。

取締役が他の取締役の法令・定款違反行為を発見した場合は、直ちに監査等委員会及び取締役会に報告し、そ

の是正を図っております。また、当社は業務執行全般に亘り適宜、弁護士、税理士、司法書士、社会保険労務士

等、社外の専門家の助言、支援を受けております。

コンプライアンス体制の基礎として企業行動指針を企業行動のガイドラインとしております。取締役は、自己

の担当領域におけるコンプライアンス状況を常に把握し管理しております。

内部監査室は、コンプライアンスの全体的な部署として独立した組織として位置づけ、監査結果を定期的に取

締役会及び監査等委員会に報告しております。

コンプライアンス体制の万全を期するため、社外取締役（株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員を

含む）を内部通報窓口に選定し、通報があった場合、適宜取締役会及び監査等委員会に報告して、違法・不当行

為の未然防止と早期発見に努め、独立・中立的立場から内部統制システムを担保しております。また、内部通報

制度規程を制定し、社内に開示することで、その連絡先と通報相談処理体制を明らかにし、かつ通報者の保護を

行うことにしております。
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取締役（監査等委員である者を除く。）及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正

行為の事実、又は会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知った時、並びに事業・組織に重大な影響を及ぼ

す決定結果を遅延なく監査等委員会に報告することとしております。

ロ．リスク管理体制の整備の状況

a.リスク管理体制

取締役は、それぞれ自己の担当領域において、リスク管理体制を構築する責任と権限を有しております。代表

取締役は全社のリスク管理を統括しております。

b.反社会勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力に対して組織全体として毅然とした態度で臨み、当該勢力との取引関係その他一切の関

係を遮断していくことを基本方針としております。

係る方針のもと、管理本部を対応統括部署として、神奈川県企業防衛対策協議会に加入する等、警察をはじめ

とする外部の専門機関とも緊密な連携関係を構築しつつ、反社会的勢力に関する情報の収集・管理に努める他、

対応マニュアルの整備等、反社会的勢力の排除に向けた体制の整備を推進しております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任

の限度額は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び会計監査人のいずれも法令が定める額として

おります。なお、当該限定責任が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）又は会

計監査人が責任原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がない時に限られます。

ニ．取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である者を除く。）は10名以内、監査等委員である取締役は４名以内とする旨を定

款で定めております。

ホ．剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

へ．中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議

によって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

ト．取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任については、累積

投票によらないものとする旨定款に定めております。

チ．取締役及び会計監査人の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）

及び会計監査人（会計監査人であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議に

よって免除することができる旨定款に定めております。これは職務を遂行するに当たり取締役及び会計監査人が

その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

リ．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

ヌ．株式会社の支配に関する基本方針

当社は、会社の財務及び事業方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針について重要な事項と認識し

ておりますが、株式会社図研（東京証券取引所に上場）が当事業年度末において当社発行済株式総数の40.41%を

保有し、株主総会の特別決議を要する事項に関する重大な影響力を有するとともに、株主総会の普通決議を必要

とする事項に関する決定権及び拒否権を有している状況を鑑み、現時点では買収防衛策等は定めておりません。
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表取締役社長 朝倉　尉 1970年２月９日生

1993年４月 株式会社図研入社

2007年４月 同社　SoC事業部イノベーション営業

部統括マネージャー

2007年10月 同社　SoC事業部事業部長代理

2008年６月 当社　取締役

2009年６月 当社　取締役営業本部担当

2010年１月 当社　取締役副社長

2010年６月 当社　代表取締役社長（現任）
　

(注)3 10

取締役

開発本部長
藤井　孝博 1974年10月14日生

1999年４月 株式会社ＯＡ研究所入社

2007年８月 株式会社図研入社

2009年６月 当社入社

2015年10月 当社　リブウェア開発部長

2017年４月 当社　開発本部長

2019年６月 当社　取締役開発本部長（現任）
　

(注)3 0

取締役

営業本部長
赤田　正樹 1976年９月29日生

1999年４月 株式会社図研入社

2006年７月 インベンチュア株式会社入社

2012年２月 当社入社

2015年４月 当社　営業本部第一営業部長

2017年４月 当社　営業本部副本部長

2017年10月 当社　営業本部長

2020年６月 当社　取締役営業本部長（現任）
　

(注)3 0

取締役

管理本部長
高橋　雄一郎 1968年５月31日生

1992年４月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱

UFJ銀行）入行

2011年４月 同行　京橋支社次長

2018年７月 同行　ソリューション本部コーポレー

ト情報営業部官民連携グループ次長

2018年８月 三菱UFJファクター株式会社　管理本

部企画部部長

2020年11月 当社出向　管理部長

2021年６月 当社　取締役管理本部長（現任）
　

(注)3 0

取締役

(監査等委員)
髙橋　慶 1960年５月９日生

1984年４月 株式会社図形処理技術研究所（現株式

会社図研）入社

2004年４月 同社　総務人事部総務課長

2017年４月 同社　管理本部総務課マネージャー

2020年６月 当社　取締役（常勤監査等委員）

（社外取締役）（現任）
　

(注)4 －

取締役

(監査等委員)
本間　政司 1970年11月26日生

1994年４月 株式会社新潟中央銀行入行

2001年８月 朝居税務会計事務所入所

2004年８月 岡﨑和雄税理士事務所入所

2011年２月 税理士登録

2017年７月 一般財団法人あすなろ福祉財団（現

公益財団法人あすなろ福祉財団）監

事（現任）

2017年９月 税理士法人岡﨑事務所設立代表社員

（現任）

2021年６月 当社　取締役（監査等委員）（社外

取締役）（現任）
　

(注)4 －

（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性 7名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役

(監査等委員)
安藤　宏和 1986年２月28日生

2008年４月 三井住友海上火災保険株式会社入社

2015年５月 行政書士登録

2015年８月 株式会社あしたば設立

代表取締役社長（現任）

2022年６月 当社　取締役（監査等委員）（社外

取締役）（現任）
　

(注)5 －

計 10

（注）１．髙橋慶、本間政司及び安藤宏和は、社外取締役であります。
２．当社の監査等委員会については次のとおりであります。

委員長　髙橋慶、委員　本間政司、委員　安藤宏和
なお、髙橋慶は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、監査情報

の収集体制強化及び内部監査部門・会計監査人との連携強化を行うためであります。
３．2024年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間
４．2023年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
５．2024年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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②　社外役員の状況

当社の社外取締役は３名で、いずれも監査等委員であります。

常勤の監査等委員である髙橋慶氏は、当社の親会社であります株式会社図研の業務執行者でありましたが、当

社監査等委員就任の前日である2020年６月23日付で退職しております。それ以外は特別な利害関係はありませ

ん。同氏は上場企業において内部統制業務の豊富な経験を有しており、金融商品取引法に基づく内部統制システ

ム構築の経験に基づく見地から、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための助言・提言をしていた

だくため、社外取締役として選任しております。なお、同氏は過去に社外役員となること以外の方法で企業経営

に関与したことはありませんが、上場企業の内部統制の専門的知識と長年の豊富な経験から、社外取締役として

の職務を適切に遂行できるものと判断しております。また、常勤の監査等委員として取締役会及び重要な会議へ

出席し、決算等適時開示情報を含む重要な事案については、担当取締役から適宜事前に資料提供と説明を受ける

こととなっております。

監査等委員である本間政司氏は、税理士として培われた高度な税務・会計知識を有しており、その知識・経験

等を活かして、経営陣から独立した客観的視点から助言・提言をいただくことで、当社の経営に対する監督・監

査機能を一層強化できるものと判断し、社外取締役として選任しております。なお、同氏は直接企業経営に関与

したことはありませんが、税務・会計についての専門的知識と長年の豊富な経験から、社外取締役としての職務

を適切に遂行できるものと判断しております。

監査等委員である安藤宏和氏は、金融に関する豊富な知見及びコンサルティング経験に加え、企業経営者とし

ての経験及び見識を有しており、その知識・経験等を活かして、経営陣から独立した立場で客観的視点から助

言・提言をいただくことで、当社の経営に対する監督・監査機能を一層強化できるものと判断し、社外取締役と

して選任しております。

また、当社は、本間政司氏及び安藤宏和氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。当社は、社外取締役の独立役員としての独立性につきまして、実質的に一般株主

との利益相反が生じる恐れがあるか否かにより判断することを方針としております。この方針のもと、当社は、

社外取締役が次の基準に該当する場合には、独立性はないものと判断しております。

１．当社を主要な取引先とする者（直近事業年度におけるその者の連結売上高の５％以上の支払を当社に対して

行った者）又はその業務執行者

２．当社の主要な取引先（直近事業年度における当社の売上高の５％以上の支払を当社から受けた者）又はその

業務執行者

３．当社から役員報酬以外に年間10百万円以上の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は

法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）

４．過去５年間において上記１～３に該当していた者

５．就任の前10年以内のいずれかの時において、次の(1）～(3）のいずれかに該当していた者

(1）当社の親会社の業務執行者または業務執行者でない取締役

(2）当社の親会社の監査役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）

(3）当社の兄弟会社の業務執行者

６．次の(1）～(5）までのいずれかに掲げる者（重要でない者は除く。）の配偶者または二親等以内の親族

(1）上記１～５に該当していた者

(2）当社の親会社の業務執行者または業務執行者でない取締役

(3）当社の親会社の監査役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）

(4）当社の兄弟会社の業務執行者

(5）過去５年間において当社の業務執行者または業務執行者でない取締役に該当していた者

③　社外役員による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門と

の関係

社外取締役は、取締役会による意思決定の妥当性・適正性を確保するため、取締役会に出席し、助言・提言を

行っており、監査等委員である社外取締役は、監査等委員会による監査等に関して必要な発言を行っておりま

す。また、内部監査室から内部監査についての報告を受け、質問・意見表明を行っております。

なお、内部監査室、監査等委員会及び会計監査人は相互に連携し、監査に必要な情報を共有しております。
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氏　名 開催回数 出席回数

髙橋　慶 13回 13回

本間　政司 13回 13回

安藤　宏和 13回 13回

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

業務執行社員
牧　辰人

SCS国際有限責任監査法人
新井　啓介

（３）【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

監査等委員会は、組織的な監査を行い、内部統制システムが取締役会により適切に構築・運営されていること

を前提に、当該内部統制システムを利用して監査に必要な情報を入手します。また、内部監査室から監査の計画

及び結果の報告を受けるとともに、適宜指示を行います。

また、監査等委員会を構成する監査等委員である取締役３名は、原則月１回監査等委員会を開催するととも

に、毎月開催される取締役会をはじめとする重要会議にも出席し、監査に必要な情報の共有を行っております。

さらに、監査等委員である取締役のうち社外取締役１名が常勤し、監査等委員会規則及び監査等委員会監査等基

準に基づき、業務執行取締役との意見交換や各部門長からの聴取、さらに稟議書等の閲覧を随時行うことによ

り、内部統制システムを通じた適法性及び妥当性の観点からの監視を実施して、取締役の職務の執行の監査を行

っております。加えて、監査等委員会は、内部監査部門が行った監査に関する報告を受けるほか、内部監査部門

との連携を密にして、効果的かつ効率的な監査を行っております。

なお、常勤の監査等委員である髙橋慶氏は、上場企業において内部統制業務、総務業務の豊富な経験を有し、

また、監査等委員である本間政司氏は税理士としての高度な税務・会計知識を、監査等委員である安藤宏和氏は

企業経営者としての経験・見識をそれぞれ有しており、経営陣から独立した立場で客観的視点から助言・提言を

いただくことで、当社に対する監督・監査機能の強化に資しております。

当事業年度において当社は監査等委員会を13回開催しており、個々の監査等委員である取締役の出席状況は

次のとおりであります。

当事業年度における監査等委員会での具体的な検討内容は、取締役会及びその他重要会議での意思決定プロセ

スの確認、取締役の業務執行状況等の確認、内部監査室からの報告に基づく内部統制システム整備・運用状況等

の確認、当事業年度に係る計算書類等の確認、会計監査人の職務執行状況等の確認、会計監査人との契約・監査

報酬の検討、決算賞与支給に係る意見の検討等であります。また、常勤の監査等委員は、業務執行取締役との意

見交換、各部門長からの聴取、稟議書等の閲覧により、取締役の職務執行の監査を実施しました。

②　内部監査の状況

当社では、社長直轄の内部監査室（室長1名）が年間計画に基づき内部監査を実施しております。内部監査

は、業務の適正性の確保、不正の防止、コンプライアンス体制の確立を目的として、被監査部門の業務が法令・

定款及び社内規程に準拠しているかどうかを内部監査規程に基づいて確認しております。

内部監査の結果は、取締役会及び監査等委員会に報告され、随時意見交換や討議を行い、相互に連携を図って

適正な監査の実施に努めております。また、指摘事項に関しては、被監査部門に対して計画的に改善出来るよう

に指示・指導を行っており、改善結果については、被監査部門より適宜報告させることで、改善状況の確認を行

っております。

取締役会及び監査等委員会の機能発揮の観点から、取締役会に対しては、内部統制報告書を通じて財務報告に

関わる内部統制の整備・運用に関して直接報告を行っております。また、監査等委員会に対しては、内部統制監

査実施報告書を通じて各業務プロセスにおける整備・運用状況や各リスク統制活動の評価結果を直接報告してお

り、デュアルレポーティングラインが確立しております。

なお、内部監査室、監査等委員会及び会計監査人は相互に連携し、監査に必要な情報を共有する等、協力体制

を整えております。

③　会計監査の状況

a.業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

※継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。
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b.継続監査期間

１年間

c.監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　７名　　　　その他　２名

d.監査法人の選定方針と理由

「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針(改正版)」(平成29年10月13日　公益社団

法人日本監査役協会)に準拠し、会計監査人に必要とされる高度な専門性、独立性及び監査品質管理体制を有し

ていること、加えて当社の財務情報の信頼性を担保できることを選定方針とし、それぞれについて検討を行った

結果、適切であると判断したSCS国際有限責任監査法人を当社の監査法人として選定しております。

また、監査等委員会は、会計監査人が職務を適切に執行することが困難であると認められる場合及び、その他

の必要と判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたし

ます。なお、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由のいずれかに該当すると認

められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

e.監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、監査法人に対して評価を行っており、会計監査人から受ける監査に関する報告・説明

を通じ、当社に対して厳格な財務諸表監査、内部統制監査を実施していること、並びに当社を長期間に亘り同じ

公認会計士が担当することのないように適切なローテーションを行う等、独立した会計監査人として職務を遂行

していることを確認しております。

f.監査法人の異動

当社の監査法人は次のとおり異動しております。

前事業年度　　EY新日本有限責任監査法人

当事業年度　　SCS国際有限責任監査法人

なお、臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

異動に係る監査公認会計士等の氏名又は名称

選任する監査公認会計士等の氏名又は名称

SCS国際有限責任監査法人

退任する監査公認会計士等の氏名又は名称

EY新日本有限責任監査法人

異動の年月日

2023年６月27日（第46回定時株主総会開催日）

退任する監査公認会計士等が監査公認会計士等となった年月日

1996年４月１日

退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

該当事項はありません。

当該異動の決定又は当該異動に至った理由及び経緯

当社の会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、2023年６月27日開催の第46回定時株主総会の終結

の時をもって任期満了となります。当該会計監査人については、会計監査が適切かつ妥当に行われることを

確保する体制を十分に備えていると考えておりますが、監査環境の変化等により近年の監査報酬が増加傾向

にあることから、新たな視点での監査及び機動的な監査が期待できることに加え、会計監査人に必要とされ

る専門性、独立性、品質管理体制及び監査報酬の水準等を総合的に検討した結果、その後任として新たに

SCS国際有限責任監査法人を会計監査人として選任するものであります。

上記の理由及び経緯に対する意見

退任する監査公認会計士等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

監査等委員会の意見

妥当であると判断しております。
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前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

25,005 － 19,000 －

④　監査報酬の内容等

a.監査公認会計士等に対する報酬

b.監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（a.を除く）

該当事項はありません。

c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

d.監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、監査日数、会社規模、業務の特性等

の要素を総合的に勘案した上で、監査等委員会の同意を得て決定しております。

e.監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、監査公認会計士等の監査体制、監査日数、監査の内容等とその品質について協議を行い、さ

らに、これまでの会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算定根拠等が適切であるかどうかについて必要な検

証を行った上で、会社法第399条第１項の同意を行っております。
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役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金
左記のうち、
非金銭報酬等

取締役（監査等委員であ
る者を除く。）

53,500 51,000 2,500 － － 4

監査等委員である取締役
（社外取締役を除く。）

－ － － － － －

社外役員 8,400 8,400 － － － 3

（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

a.基本方針等

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と

連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては、公正性・合理性が確保できる職位を踏まえた適

正な水準とすることを基本方針としております。具体的には、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報

酬は、固定報酬としての基本報酬と業績連動報酬により構成し、監査等委員である取締役の報酬は、客観的立場

から当社の経営に対して監督及び助言を行う役割を担うことを考慮し固定報酬のみとしております。

取締役（監査等委員である者を除く。）の基本報酬は、月例の固定報酬とし、職位ごとの報酬に関する基準を

踏まえて決定しており、業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、業績目標達成度

合いに応じた報酬として、前事業年度の当期純利益の４％以内（ただし上限20百万円とする）とする金銭報酬と

し、年次で一定の時期に支給することとしております。

また、固定報酬と業績連動報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう

バランスを考慮し、適切な支給割合にすることとしております。

b.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

固定報酬については、同業種企業、同規模企業並びにグループ企業の報酬体系を参考に、取締役会にて職務の

内容・重要度及び職務遂行状況の確認を行い、業績連動報酬については上限額の範囲内で業績及び成果に基づ

き、それぞれ監査等委員である取締役の意見も適宜参考にしつつ、取締役会決議に基づき代表取締役社長に一任

し決定するものとしております。

c.株主総会で決議された役員の報酬限度額

取締役（監査等委員である者を除く。）の報酬限度額は、2015年６月24日開催の第38回定時株主総会におい

て、年額200百万円以内と定めた固定枠と、前事業年度の当期純利益の４％以内（上限20百万円とし、社外取締

役には支給しない。）と定めた変動枠の合計額（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議しております。な

お、本件決議時点の取締役（監査等委員である者を除く。）の員数は４名でありました。

監査等委員である取締役の報酬限度額は、2015年６月24日開催の第38回定時株主総会において、年額120百万

円以内と決議しております。なお、本件決議時点の監査等委員である取締役の員数は３名でありました。

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

（注）１．当事業年度末現在の取締役は４名、監査等委員である取締役は３名（うち社外取締役は３名）でありま

す。

２．取締役（監査等委員である者を除く。）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含ま

れておりません。

③　役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、次の

とおりとしております。

純投資目的とは、専ら株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする場合であ

り、純投資目的以外の目的とは、政策保有目的であり、運用収益の安定的な確保、資産価値の長期的な向上及

び、発行会社等との総合的な取引関係の維持・強化を目的としております。

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証内容

当社は、政策保有株式について、基本効率を鑑み、これを保有しないことを基本方針としております。

ただし、事業戦略の観点から保有意義が認められる場合、政策保有株式を新規に取得することがあり、その

場合、毎年個別に保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等の経済合理性と保有意義の有無を

検証し、継続保有の是非を確認することとしております。

また、政策保有株式が帳簿価額から大きく下落した場合は、直ちに継続保有の是非を確認することとしてお

ります。

政策保有株式の議決権行使にあたっては、当社との関係強化等を通じ、当社の企業価値向上に資すると認め

られるかの観点から議決権を行使する方針としております。

b.銘柄数及び貸借対照表計上額

該当事項はありません。

③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（2023年４月１日から2024年３月31日ま

で）の財務諸表について、SCS国際有限責任監査法人による監査を受けております。

３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、財務諸表を適正に作成できる体制を整備するため、会計基準の変更や財務諸表の作成に関する各種セ

ミナー等への参加、財務・会計情報誌の購読等を行っております。
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(単位：千円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 639,019 814,634

電子記録債権 528 1,587

売掛金 273,688 226,872

商品及び製品 35 397

仕掛品 4,523 5,161

前払費用 3,072 5,374

その他 205 476

貸倒引当金 △100 △100

流動資産合計 920,972 1,054,404

固定資産

有形固定資産

建物 18,044 18,044

減価償却累計額 △17,294 △17,355

建物（純額） 750 688

工具、器具及び備品 27,893 32,112

減価償却累計額 △19,267 △21,494

工具、器具及び備品（純額） 8,626 10,618

リース資産 21,108 28,468

減価償却累計額 △13,816 △10,737

リース資産（純額） 7,292 17,730

有形固定資産合計 16,668 29,037

無形固定資産

ソフトウエア 12,468 9,709

無形固定資産合計 12,468 9,709

投資その他の資産

敷金及び保証金 356 356

会員権 530 530

破産更生債権等 2,498 2,498

繰延税金資産 32,492 36,863

貸倒引当金 △1,850 △1,850

投資その他の資産合計 34,026 38,398

固定資産合計 63,163 77,145

資産合計 984,136 1,131,549

１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
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(単位：千円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 24,414 17,767

未払金 20,943 17,576

未払費用 15,814 18,981

未払法人税等 27,117 21,931

未払消費税等 24,614 14,737

預り金 2,614 6,705

前受収益 21,145 20,988

リース債務 3,372 5,260

賞与引当金 33,592 36,567

役員賞与引当金 2,500 2,500

製品保証引当金 8,819 5,548

その他 － 294

流動負債合計 184,948 168,859

固定負債

長期前受収益 277 1,915

リース債務 4,834 14,641

退職給付引当金 1,853 1,853

資産除去債務 4,739 4,847

固定負債合計 11,704 23,258

負債合計 196,653 192,117

純資産の部

株主資本

資本金 500,000 500,000

資本剰余金

資本準備金 81,886 81,886

その他資本剰余金 54,111 54,111

資本剰余金合計 135,998 135,998

利益剰余金

利益準備金 － 1,885

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 151,602 301,665

利益剰余金合計 151,602 303,551

自己株式 △117 △117

株主資本合計 787,483 939,432

純資産合計 787,483 939,432

負債純資産合計 984,136 1,131,549
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(単位：千円)

前事業年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

売上高

製品売上高 925,245 988,591

商品売上高 － －

売上高合計 ※１ 925,245 ※１ 988,591

売上原価

製品売上原価

製品期首棚卸高 118 35

当期製品製造原価 426,153 451,621

ソフトウエア償却費 4,266 2,767

合計 430,538 454,424

他勘定振替高 － －

製品期末棚卸高 35 397

製品売上原価 430,502 454,026

商品売上原価

商品期首棚卸高 － －

当期商品仕入高 － －

合計 － －

商品期末棚卸高 － －

商品売上原価 － －

売上原価合計 ※２ 430,502 454,026

売上総利益 494,742 534,564

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 4,918 3,230

販売促進費 10,616 10,288

役員報酬 59,400 59,400

給与手当 77,084 85,566

福利厚生費 20,889 22,521

賞与 10,482 11,196

賞与引当金繰入額 8,872 9,501

役員賞与引当金繰入額 2,500 2,500

旅費及び交通費 5,712 4,405

賃借料 17,645 18,011

減価償却費 7,205 7,729

研究開発費 ※３ 10,389 ※３ 3,165

支払報酬 26,625 34,380

研修費 26,086 37,572

その他 34,583 32,881

販売費及び一般管理費合計 323,013 342,353

営業利益 171,729 192,211

②【損益計算書】
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(単位：千円)

前事業年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

営業外収益

受取利息 5 6

為替差益 249 －

受取手数料 50 55

助成金収入 － 3,003

その他 0 0

営業外収益合計 305 3,065

営業外費用

支払利息 127 459

為替差損 － 121

固定資産除却損 0 0

営業外費用合計 127 580

経常利益 171,907 194,695

税引前当期純利益 171,907 194,695

法人税、住民税及び事業税 27,912 28,264

法人税等調整額 △32,671 △4,371

法人税等合計 △4,759 23,893

当期純利益 176,667 170,802
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前事業年度
（自　2022年４月１日
 至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
 至　2024年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 4,260 0.9 1,214 0.2

Ⅱ　労務費 258,418 55.2 299,711 60.1

Ⅲ　経費 ※１ 205,597 43.9 197,747 39.7

当期総製造費用 468,275 100.0 498,674 100.0

期首仕掛品棚卸高 9,551 4,523

合　　計 477,826 503,198

期末仕掛品棚卸高 4,523 5,161

他勘定振替高 ※２ 47,149 46,415

当期製品製造原価 426,153 451,621

項目
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

外注加工費 164,925千円 153,276千円

旅費交通費 3,353千円 3,030千円

消耗品費 2,800千円 1,642千円

減価償却費 2,873千円 4,860千円

製品保証引当金繰入額 △2,251千円 △3,271千円

その他 33,895千円 38,208千円

合　計 205,597千円 197,747千円

項目
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

ソフトウエア 973千円 192千円

販売促進費 10,616千円 10,288千円

研究開発費 10,389千円 3,165千円

研修活動費 25,169千円 32,769千円

合　計 47,149千円 46,415千円

【製造原価明細書】

原価計算の方法

原価計算の方法は、量産品については総合原価計算を、特注品については個別原価計算を採用しております。なお、

総合原価計算に際しては製品、仕掛品について予定原価を使用しており、期末に原価差額を調整しております。

（注）※１．経費の内訳は次のとおりであります。

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。
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(単位：千円)

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利
益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 500,000 81,886 54,111 135,998 － △25,064 △25,064 △117 610,816 610,816

当期変動額

当期純利益 176,667 176,667 176,667 176,667

当期変動額合計 － － － － － 176,667 176,667 － 176,667 176,667

当期末残高 500,000 81,886 54,111 135,998 － 151,602 151,602 △117 787,483 787,483

(単位：千円)

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利
益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 500,000 81,886 54,111 135,998 － 151,602 151,602 △117 787,483 787,483

当期変動額

剰余金の配当 △18,854 △18,854 △18,854 △18,854

利益準備金の積立 1,885 △1,885 － － －

当期純利益 170,802 170,802 170,802 170,802

当期変動額合計 － － － － 1,885 150,063 151,948 － 151,948 151,948

当期末残高 500,000 81,886 54,111 135,998 1,885 301,665 303,551 △117 939,432 939,432

③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2022年４月１日　　至　2023年３月31日）

当事業年度（自　2023年４月１日　　至　2024年３月31日）
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(単位：千円)

前事業年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 171,907 194,695

減価償却費 14,344 15,357

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,777 2,974

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 2,500 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） △2,251 △3,271

受取利息及び受取配当金 △5 △6

支払利息 127 459

助成金収入 － △3,003

固定資産除却損 0 0

売上債権の増減額（△は増加） △105,661 45,756

棚卸資産の増減額（△は増加） 5,136 △1,000

仕入債務の増減額（△は減少） △9,193 △6,647

前払費用の増減額（△は増加） 183 △2,302

前受収益の増減額（△は減少） △8,137 1,481

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,667 △9,876

その他の資産の増減額（△は増加） 4 △270

その他の負債の増減額（△は減少） 15,804 7,126

小計 90,203 241,474

利息及び配当金の受取額 5 6

利息の支払額 △127 △459

助成金の受取額 － 3,003

法人税等の支払額 △25,549 △33,352

営業活動によるキャッシュ・フロー 64,532 210,672

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,710 △6,389

無形固定資産の取得による支出 △5,358 △4,756

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,068 △11,146

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 － △18,559

リース債務の返済による支出 △4,503 △5,351

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,503 △23,911

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 46,960 175,615

現金及び現金同等物の期首残高 592,058 639,019

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 639,019 ※ 814,634

④【キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品

移動平均法による原価法

(2）製品・原材料

主に総平均法による原価法

(3）仕掛品

個別法による原価法

なお、収益性が低下した棚卸資産については、帳簿価額を切り下げております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量に基づく償

却額と残存有効期間（３年）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上する方法とし、自

社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）役員賞与引当金

役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4）製品保証引当金

製品等の無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績に基づく将来発生見込額を計上しております。

(5）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、将来支給予定額を計上しております。なお、2007年４月１日をもって、

退職一時金制度を凍結しております。

４．収益及び費用の計上基準

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

・開発サービス

ストリーミング技術を中心とするエンジニアリング・サービスにおいては、契約に基づく受託開発業務の

完了後、顧客の検収を確認した時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

・標準製品

ストリーミング製品（ソフトウェア製品、システムプラットフォーム製品）の販売においては、受注した

製品の引き渡し後、顧客の検収を確認した時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識してお

ります。なお、当社が代理人としての機能を果たす取引である他社製ソフトウェアの販売においては、履行

義務が一定の期間にわたって充足されるため、契約期間に応じて均等按分し収益を認識しております。

・その他

販売した製品に係る保守サポートにおいては、履行義務が一定の期間にわたって充足されるため、契約期

間に応じて均等按分し収益を認識しております。

これらの履行義務に対する対価は、主に受注時から履行義務を充足するまでの期間における前受入金、また

は履行義務充足後、概ね６ヶ月以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
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５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

（単位：千円）

前事業年度 当事業年度

繰延税金資産 32,492 36,863

（重要な会計上の見積り）

・繰延税金資産の回収可能性

(1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

(2）財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

①算出方法

将来減算一時差異等に対して、将来の収益力に基づく課税所得に基づき、繰延税金資産の回収可能性を判

断しております。課税所得の見積りは翌事業年度の事業計画を基礎としておりますが、経済情勢や市場環境

の急激な変化等の要因により、顧客における開発プロジェクトの延期や見直しが生じる場合等も想定し、事

業計画に一定のストレスをかけて課税所得見積額を算出しております。

②主要な仮定

課税所得の見積りにおける主要な仮定は、売上高、売上総利益率及び人件費であります。売上高及び売上

総利益率は、事業計画の中で主力と位置付けるエンジニアリング・サービス及びストリーミング製品の販売

において、経済情勢や市場環境の変化等により、新規案件の獲得が計画どおり実現しない可能性を考慮した

上で算出しております。また、人件費については、今後の事業規模拡大に向けてエンジニアの継続的な増員

に取り組んでおり、その採用計画に基づき算出しております。

③翌事業年度の財務諸表に与える影響

主要な仮定である売上高、売上総利益率及び人件費は、見積りの不確実性が高く、売上高、売上総利益率

及び人件費が変動することに伴い課税所得の見積額が変動することによって、繰延税金資産の回収可能性の

判断に重要な影響を与える可能性があります。

　前事業年度
（自　2022年４月１日

　　至　2023年３月31日）

　当事業年度
（自　2023年４月１日

　　至　2024年３月31日）

△4,682千円 －千円

　前事業年度
（自　2022年４月１日

　　至　2023年３月31日）

　当事業年度
（自　2023年４月１日

　　至　2024年３月31日）

10,389千円 3,165千円

（損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、前事業年度は925,245千円、当事業年度は988,591千円であります。

※２　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損（△は戻入益）が売上原価に含

まれております。

なお、金額は評価損戻入益と評価損を相殺した後の金額であります。

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額
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当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

 発行済株式

     普通株式 6,284 － － 6,284

         合計 6,284 － － 6,284

 自己株式

     普通株式 0 － － 0

         合計 0 － － 0

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年５月15日
取締役会

普通株式 18,854 利益剰余金 3 2023年３月31日 2023年６月12日

当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

 発行済株式

     普通株式 6,284 － － 6,284

         合計 6,284 － － 6,284

 自己株式

     普通株式 0 － － 0

         合計 0 － － 0

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年５月15日
取締役会

普通株式 18,854 3 2023年３月31日 2023年６月12日

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年５月13日
取締役会

普通株式 18,854 利益剰余金 3 2024年３月31日 2024年６月10日

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　2022年４月１日　　至　2023年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

当事業年度（自　2023年４月１日　　至　2024年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

前事業年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

現金及び預金勘定 639,019千円 814,634千円

現金及び現金同等物 639,019 814,634

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

開発・事務用機器のコンピュータ端末機（「工具、器具及び備品」）であります。

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）電子記録債権 528 528 －

(2）売掛金 273,688 273,688 －

資産計 274,216 274,216 －

(1）買掛金 24,414 24,414 －

(2）未払金 20,943 20,943 －

負債計 45,358 45,358 －

貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）電子記録債権 1,587 1,587 －

(2）売掛金 226,872 226,872 －

資産計 228,460 228,460 －

(1）買掛金 17,767 17,767 －

(2）未払金 17,576 17,576 －

負債計 35,343 35,343 －

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等を中心に行っており、一時的な余資は主に流動性の高い金融

資産で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。営業債

務である買掛金、未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握やリスクの低減を図ってお

ります。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持

等により流動性リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度（2023年３月31日）

当事業年度（2024年３月31日）

（注）１．「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似するものであることから、記載を省略しております。
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１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 639,019 － － －

電子記録債権 528 － － －

売掛金 273,688 － － －

合計 913,235 － － －

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 814,634 － － －

電子記録債権 1,587 － － －

売掛金 226,872 － － －

合計 1,043,094 － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

リース債務 3,372 2,001 1,440 745 646 －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

リース債務 5,260 4,791 4,216 4,241 1,392 －

（注）２．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（2023年３月31日）

当事業年度（2024年３月31日）

（注）３．リース債務の決算日後の返済予定額

前事業年度（2023年３月31日）

当事業年度（2024年３月31日）
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

電子記録債権 － 528 － 528

売掛金 － 273,688 － 273,688

資産計 － 274,216 － 274,216

買掛金 － 24,414 － 24,414

未払金 － 20,943 － 20,943

負債計 － 45,358 － 45,358

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

電子記録債権 － 1,587 － 1,587

売掛金 － 226,872 － 226,872

資産計 － 228,460 － 228,460

買掛金 － 17,767 － 17,767

未払金 － 17,576 － 17,576

負債計 － 35,343 － 35,343

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（2023年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（2024年３月31日）

該当事項はありません。

(2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（2023年３月31日）

当事業年度（2024年３月31日）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

電子記録債権、売掛金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した

利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

買掛金、未払金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、債務額と支払期日までの期間及び信用リスクを加味

した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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前事業年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

退職給付債務の期首残高 1,853千円 1,853千円

退職給付の支払額 － －

退職給付債務の期末残高 1,853 1,853

前事業年度
（2023年３月31日）

当事業年度
（2024年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 1,853千円 1,853千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,853 1,853

退職給付引当金 1,853 1,853

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,853 1,853

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採用しております。

当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付債務を算出しております。

なお、2007年４月１日をもって、退職一時金制度を凍結しております。

また、確定拠出型の制度として特定退職金共済制度及び中小企業退職金共済制度を設けております。

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

(2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

(3）数理計算上の計算基礎に関する事項

退職給付債務については、2007年４月に退職一時金制度を凍結したため、2007年３月末時点の自己都合要支

給額を使用しております。

３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度7,650千円、当事業年度7,886千円であります。（特定退職金

共済制度は、前事業年度5,055千円、当事業年度4,821千円、中小企業退職金共済制度は、前事業年度2,595千

円、当事業年度3,065千円）
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前事業年度

（2023年３月31日）

当事業年度

（2024年３月31日）

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 590千円 590千円

退職給付引当金 561 561

賞与引当金 10,178 11,079

製品保証引当金 2,672 1,681

減価償却費損金算入限度超過額 191 78

棚卸資産評価損 1,304 1,304

資産除去債務 1,436 1,468

ゴルフ会員権 5,044 5,044

税務上の繰越欠損金（注２） 46,132 16,433

その他 7,448 7,790

繰延税金資産小計 75,561 46,033

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注２） △33,906 －

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △8,997 △9,017

評価性引当額小計（注１） △42,904 △9,017

繰延税金資産合計 32,657 37,015

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △165 △151

繰延税金負債合計 △165 △151

繰延税金資産（△は負債）の純額 32,492 36,863

１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠
損金（※1）

－ － 22,625 － － 23,507 46,132

評価性引当額 － － △10,399 － － △23,507 △33,906

繰延税金資産 － － 12,226 － － － （※2）12,226

１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠
損金（※1）

－ － － － － 16,433 16,433

評価性引当額 － － － － － － －

繰延税金資産 － － － － － 16,433 （※2）16,433

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）１．前事業年度末と比較して評価性引当額が33,886千円減少しております。この減少の主な要因は、税

務上の繰越欠損金に係る評価性引当額の減少であります。

（注）２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前事業年度（2023年３月31日）

（※1）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（※2）翌事業年度において課税所得が見込まれることにより、税務上の繰越欠損金の一部を回収可能と判

断しております。

当事業年度（2024年３月31日）

（※1）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（※2）翌事業年度において課税所得が見込まれることにより、税務上の繰越欠損金を回収可能と判断して

おります。
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前事業年度

（2023年３月31日）

当事業年度

（2024年３月31日）

法定実効税率 30.3％ 30.3％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 0.3

住民税均等割 1.4 1.3

評価性引当額の増減 △37.5 △17.4

繰越欠損金の期限切れ 3.9 －

税額控除 △1.2 △2.3

その他 0.0 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △2.8 12.3

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

（持分法損益等）

前事業年度（自　2022年４月１日　　至　2023年３月31日）及び当事業年度（自　2023年４月１日　　至　

2024年３月31日）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

前事業年度（自　2022年４月１日　　至　2023年３月31日）及び当事業年度（自　2023年４月１日　　至　

2024年３月31日）

資産除去債務については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

品目別の名称
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

開発サービス 716,159千円 815,977千円

標準製品 137,309 115,213

その他 71,775 57,400

顧客との契約から生じる収益 925,245 988,591

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 925,245 988,591

（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、重要な会計方針「４.収益及び費用の計

上基準」に記載のとおりであります。
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期首残高
（2022年４月１日）

期末残高
（2023年３月31日）

顧客との契約から生じた債権

電子記録債権 23,508千円 528千円

売掛金 145,045 273,688

契約負債

前受収益 26,507 21,145

長期前受収益 3,052 277

期首残高
（2023年４月１日）

期末残高
（2024年３月31日）

顧客との契約から生じた債権

電子記録債権 528千円 1,587千円

売掛金 273,688 226,872

契約負債

前受収益 21,145 20,988

長期前受収益 277 1,915

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度

末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報

（1）顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の内訳は、以下のとおりであります。

前事業年度（自　2022年４月１日　　至　2023年３月31日）

（注）１．契約負債は、販売した製品に係る保守サポートの対価として受領した金額から履行義務の充足により

収益認識した額を控除した残高であります。

２．当事業年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債に含まれていた額は26,507千円であります。

３．契約負債の増減は、前受入金による増加と収益認識による減少であります。

当事業年度（自　2023年４月１日　　至　2024年３月31日）

（注）１．契約負債は、販売した製品に係る保守サポートの対価として受領した金額から履行義務の充足により

収益認識した額を控除した残高であります。

２．当事業年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債に含まれていた額は21,145千円であります。

３．契約負債の増減は、前受入金による増加と収益認識による減少であります。

（2）残存履行義務に配分した取引価格

当社では、予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に

配分した取引価格の記載を省略しております。
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開発サービス 標準製品 その他 合計

外部顧客への売上高 716,159 137,309 71,775 925,245

顧客の氏名又は名称 売上高

ソニーセミコンダクタソリューションズ株式会社 147,862

ファナック株式会社 95,824

開発サービス 標準製品 その他 合計

外部顧客への売上高 815,977 115,213 57,400 988,591

顧客の氏名又は名称 売上高

ソニーセミコンダクタソリューションズ株式会社 166,292

ファナック株式会社 165,263

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自　2022年４月１日　　至　2023年３月31日）

当事業年度において、当社は「通信ミドルウェア事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

当事業年度（自　2023年４月１日　　至　2024年３月31日）

当事業年度において、当社は「通信ミドルウェア事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

【関連情報】

前事業年度（自　2022年４月１日　　至　2023年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えているた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

（注）当社は、単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略しております。

当事業年度（自　2023年４月１日　　至　2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えているた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

（注）当社は、単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略しております。

- 48 -

2024/06/26 17:08:25／23054793_図研エルミック株式会社_有価証券報告書（通常方式）



【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　2022年４月１日　　至　2023年３月31日）及び当事業年度（自　2023年４月１日　　至　

2024年３月31日）

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　2022年４月１日　　至　2023年３月31日）及び当事業年度（自　2023年４月１日　　至　

2024年３月31日）

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自　2022年４月１日　　至　2023年３月31日）及び当事業年度（自　2023年４月１日　　至　

2024年３月31日）

該当事項はありません。

【関連当事者情報】

前事業年度（自　2022年４月１日　　至　2023年３月31日）

１．関連当事者との取引

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

株式会社図研（東京証券取引所に上場）

当事業年度（自　2023年４月１日　　至　2024年３月31日）

１．関連当事者との取引

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

株式会社図研（東京証券取引所に上場）
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前事業年度
（自 2022年４月１日

至 2023年３月31日）

当事業年度
（自 2023年４月１日

至 2024年３月31日）

１株当たり純資産額 125.30円 149.48円

１株当たり当期純利益 28.11円 27.18円

前事業年度末
（2023年３月31日）

当事業年度末
（2024年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 787,483 939,432

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 787,483 939,432

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数（千株） 6,284 6,284

前事業年度
（自 2022年４月１日

至 2023年３月31日）

当事業年度
（自 2023年４月１日

至 2024年３月31日）

当期純利益（千円） 176,667 170,802

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 176,667 170,802

期中平均株式数（千株） 6,284 6,284

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、株式会社図研（以下、「公開買付者」といいます。）によ

る当社の普通株式（以下、「当社株式」といいます。）に対する公開買付け（以下、「本公開買付け」といいま

す。）に関して、本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対し本公開買付けへの応

募を推奨することを決議いたしました。なお、上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一

連の手続により当社を公開買付者の完全子会社とすることを企図していること、並びに当社株式が上場廃止とな

る予定であることを前提として行われたものです。

本公開買付けは、2024年５月14日から2024年６月24日まで実施され、応募株券等の総数が買付予定数の下限

1,650,110株（所有割合26.26％）に満たない場合には、応募株券等の全部の買付け等を行わない旨の条件が付さ

れておりましたが、応募株券等の総数が買付予定数の下限以上となりましたので、本公開買付けは成立しており

ます。

- 50 -

2024/06/26 17:08:25／23054793_図研エルミック株式会社_有価証券報告書（通常方式）



資産の種類
当期首残高

（千円）

当期増加額

（千円）

当期減少額

（千円）

当期末残高

（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額

（千円）

差引当期末

残高(千円)

有形固定資産

建物 18,044 － － 18,044 17,355 61 688

工具、器具及び備品 27,893 6,389 2,170 32,112 21,494 4,398 10,618

リース資産 21,108 15,358 7,997 28,468 10,737 4,919 17,730

有形固定資産計 67,046 21,747 10,167 78,626 49,588 9,378 29,037

無形固定資産

ソフトウエア 23,429 3,219 6,266 20,382 10,673 5,979 9,709

ソフトウエア仮勘定 － 192 192 － － － －

無形固定資産計 23,429 3,411 6,458 20,382 10,673 5,979 9,709

⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（注）１．工具、器具及び備品の増加は、開発・事務用機器の取得による増加であります。

２．工具、器具及び備品の減少は、開発・事務用機器の廃棄による減少であります。

３．リース資産の増加は、開発・事務用機器のリース契約による増加であります。

４．リース資産の減少は、開発・事務用機器のリース契約終了による減少であります。

５．ソフトウエアの増加は、開発用ソフトウエアの取得及び製品マスターの増加であります。

６．ソフトウエアの減少は、製品マスターの償却終了による減少であります。

７．ソフトウエア仮勘定の増加は、製品マスターの増加であります。

８．ソフトウエア仮勘定の減少は、製品マスター完成に伴うソフトウエアへの振替であります。

【社債明細表】

該当事項はありません。

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 3,372 5,260 10.9 －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 4,834 14,641 5.7 2025年～2029年

合計 8,207 19,901 － －

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

リース債務 4,791 4,216 4,241 1,392

【借入金等明細表】

（注）１．平均利率については、期末リース債務残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。
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区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）

（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 1,950 100 － 100 1,950

賞与引当金 33,592 36,567 33,592 － 36,567

役員賞与引当金 2,500 2,500 2,500 － 2,500

製品保証引当金 8,819 5,548 8,819 － 5,548

【引当金明細表】

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

【資産除去債務明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における

負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略して

おります。
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区分 金額（千円）

現金 594

預金

当座預金 12,079

普通預金 799,713

納税準備預金 118

別段預金 2,128

小計 814,039

合計 814,634

相手先 金額（千円）

㈱パル技研 1,037

横河電機㈱ 550

合計 1,587

期日別 金額（千円）

2024年４月 509

５月 －

６月 528

７月 －

８月 550

９月以降 －

合計 1,587

相手先 金額（千円）

ファナック㈱ 50,358

ルネサスエレクトロニクス㈱ 42,900

ｉ－ＰＲＯ㈱ 21,340

ＴＯＡ㈱ 18,370

ソニーセミコンダクタソリューションズ㈱ 14,850

その他 79,054

合計 226,872

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

　

(A) ＋ (D)

２

(B)

366
　

273,688 1,087,450 1,134,266 226,872 83.3 84

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

ロ．電子記録債権

相手先別内訳

期日別内訳

ハ．売掛金

相手先別内訳

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
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区分 金額（千円）

ＦＡ Ｆｉｎｄｅｒ関連 397

その他 0

合計 397

区分 金額（千円）

開発サービス 5,161

合計 5,161

相手先 金額（千円）

サイバーコム㈱ 12,555

ＭＹＫ㈱ 1,386

㈱ベリフォア 990

ＪＹシステム 873

㈱バディ 836

その他 1,126

合計 17,767

相手先 金額（千円）

㈱立花エレテック 4,532

キング通信工業㈱ 2,717

菱洋エレクトロ㈱ 2,631

ソニーセミコンダクタソリューションズ㈱ 1,543

イーソル㈱ 1,505

その他 8,057

合計 20,988

ニ．商品及び製品

ホ．仕掛品

②　流動負債

イ．買掛金

ロ．前受収益

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 220,703 464,643 699,179 988,591

税引前四半期（当期）純利益（千円） 16,846 71,007 129,152 194,695

四半期（当期）純利益（千円） 11,055 48,109 89,318 170,802

１株当たり四半期（当期）純利益（円） 1.76 7.65 14.21 27.18

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益（円） 1.76 5.90 6.56 12.97

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等
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事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り

（特別口座）

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

（特別口座）

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―――

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告を

することができない時には、日本経済新聞に掲載する。

https:// www.elwsc.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

第６【提出会社の株式事務の概要】

（注）「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成16年

６月９日　法律第88号）の施行に伴い、単元未満株式の買取りを含む株式の取扱いは、原則として、証券会社等の

口座管理機関を経由して行うこととなっています。ただし、特別口座に記録されている株式については、特別口座

の口座管理機関である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社が直接取扱います。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第46期）（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）2023年６月27日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

2023年６月27日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第47期第１四半期）（自 2023年４月１日　至 2023年６月30日）2023年８月９日関東財務局長に提出

（第47期第２四半期）（自 2023年７月１日　至 2023年９月30日）2023年11月８日関東財務局長に提出

（第47期第３四半期）（自 2023年10月１日　至 2023年12月31日）2024年２月９日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

2023年６月28日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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2024年６月25日

図研エルミック株式会社

取締役会　御中

SCS国際有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 牧　辰人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 新井　啓介

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる図研エルミック株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表

について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、図研エル

ミック株式会社の2024年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項

注記事項（重要な後発事象）に記載されている通り、会社は、2024年５月13日開催の取締役会において、株式会社図研

（以下、「公開買付者」という。）による当社の普通株式（以下、「当社株式」という。）に対する公開買付け（以下、

「本公開買付け」という。）に関して、本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、会社の株主に対し本公開買付け

への応募を推奨することを決議している。なお、上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手

続により当社を公開買付者の完全子会社とすることを企図していること、並びに当社株式が上場廃止となる予定であるこ

とを前提として行われている。

本公開買付けは、2024年５月14日から2024年６月24日まで実施され、応募株券等の総数が買付予定数の下限である

1,650,110株以上となったため、本公開買付けは成立している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

注記事項（重要な会計上の見積り）及び（税効果会計関

係）に記載されているとおり、会社は、会社は、2024年３

月31日現在、税務上の繰越欠損金を含む将来減算一時差異

等に係る繰延税金資産を36,863千円（総資産の約3.3％）

計上している。

注記事項（重要な会計上の見積り）に記載されていると

おり、会社は、将来減算一時差異等に対して、将来の収益

力に基づく課税所得に基づき繰延税金資産の回収可能性を

判断している。課税所得の見積額は、翌事業年度の事業計

画に一定のストレスをかけて算出しており、売上高、売上

総利益率及び人件費を主要な仮定としている。

会社は、現在、エンジニアリング・サービスを中心とし

た、主要顧客との取引の継続・拡大を前提に事業計画を立

案している。しかし、こうした前提は、顧客における開発

プロジェクトの状況、必要な開発人員の確保の状況といっ

た要因に左右され、上記の主要な仮定は見積りの不確実性

が高く、経営者による判断を伴う。

以上より、当監査法人は繰延税金資産の回収可能性を監

査上の主要な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、繰延税金資産の回収可能性を検討するに

あたり、主として以下の監査手続を実施した。

・繰延税金資産の回収可能性に関連する内部統制の整備及

び運用状況の有効性を評価した。

・経営者による事業計画策定プロセスの理解のため、策定

過程に係るヒアリング、関連文書の閲覧を実施した。

・経営者による将来収益予測の精度を評価するため、過年

度の事業計画と実績とを比較した。

・課税所得の見積りを評価するため、その基礎となる事業

計画について取締役会によって承認された直近の予算と

の整合性を検討した。

・事業計画の合理性を評価するため、事業及び事業環境の

理解を踏まえた、過去実績値からの趨勢分析を実施し

た。

・主要な仮定である売上高を評価するため、売上予測の構

成要素である当事業年度末の受注残高について、注文書

等の根拠証憑との突合を実施した。

・過去の受注実績の動向及び翌期以降の受注見込みについ

て経営者と協議し、会社が設定したストレスを評価し

た。

・主要な仮定である売上総利益率、及び、人件費を評価す

るため、人件費、作業工数及び外注加工費について、前

期実績との比較を実施した。

・主要な仮定である売上高、売上総利益率、及び、人件費

について、一定のストレスシナリオを設定し、課税所得

に対する感応度分析を実施した。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

その他の事項

会社の2023年３月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査が実施されている。前任監

査人は、当該財務諸表に対して2023年６月27日付で無限定適正意見を表明している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロ

セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、図研エルミック株式会社の

2024年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、図研エルミック株式会社が2024年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を

入手したと判断している。

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、当事業年度の会社の監査証明業務に基づく報酬

の額は19百万円であり、非監査業務に基づく報酬はない。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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